
大 学 院④家計が急変し、児童扶養手
　当受給相当まで収入が減
　少した方に対する児童扶養
　手当支給開始までの生活を
　安定させるための資金

児童扶養手当に準拠
した額（全部支給の額）
の範囲内

原則３か月 貸付期間終了後６か月間 据置期間経過後
10年以内

お子さんが高校・大学等に
修学するために必要な資金

お子さんが事業開始又は
就職するための知識技能を
習得するのに必要な資金

③失業中の生活安定に必要
　な生活費補給資金

生活安定貸付期間
満了後６か月間

医療又は介護を受ける
期間満了後６か月間
知識技能の習得期間
満了後６か月間
失業貸付期間が
満了後６か月間

据置期間経過後
８年以内

据置期間経過後
５年以内
据置期間経過後
20年以内

据置期間経過後
５年以内

据置期間経過後
６年以内
（特別は７年以内）

据置期間経過後
10年以内
専修学校（一般課程）、
修業施設は５年以内

住宅の建築・購入、増・改
築、補修保全及び建て替
えのために必要な資金

お子さんの入学に必要な被
服等の購入資金（小・中学校
については、所得制限あり）

お子さんが結婚するにあた
り必要な経費及び家具・什
器等を購入する資金

5,580,000

3,720,000

1,860,000

1,860,000

110,000

118,000

510,000

118,000

118,000

340,000

（合計283.2万円以内）
配偶者のない者となって
７年を経過するまで

離職に係る日の翌日から
起算して１年以内

医療又は介護を受けて
いる期間中１年以内
知識技能を習得する期間
中５年以内

340,000

91,600

101,000

420,000

430,000


